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（２） 　川島・川井編・前掲注（1）466 － 472 頁［川井健］。
（３） 　梅謙次郎『訂正増補 民法要義 巻之二 物権編（復刻版）』（有斐閣、1984 年）208 －
209 頁。
（４） 　最三判昭 30.５.31 民集９巻６号 793 頁参照。
（５） 　詳しくは第一１「判例の動向」をご参照賜りたい。



























141 － 142 頁。

















ただし、最二判昭 45.11.６民集 24 巻 12 号 1803 頁（以下、【2】判決）は、数
個の建物が一筆の土地の上に建てられており外形上一団の建物とみられると
きに、数個の共有物を一括して、共有者がそれぞれその各個の物の単独所有









最高裁判所判例解説民事編昭和 62 年度（1990 年）242 頁も参照。





















（12） 　本判決については、宇野栄一郎「判解」最高裁判所判例解説民事篇昭和 45 年度〈下〉
（法曹会、1971 年）579 頁以下、玉田弘毅「判批」判タ 264 号（1971 年）36 頁以下、
三枝信義「判批」金判 261 号（1971 年）２頁以下、川井健「判批」法協 89 巻８号（1972
年）1017 頁以下及び荒川重勝「判批」民商 65 巻４号（1972 年）607 頁以下等参照。
（13） 　本判決については、柴田・前掲注（11）198 頁以下、山田誠一「共有不動産の占有に
関する法律関係―森林法 186 条違憲最高裁判決を機縁にして」判タ 641 号（1987 年）
34 頁以下、中井美雄「判批」法時 59 巻９号（1987 年）56 頁以下、新田敏「判批」重



































スと考えられているのが、最一判平８.10.31 民集 50 巻９号 2563 頁（以下、【5】
判決）である（15）。【5】判決では、三筆の土地及びそれらの土地上にある一つ














（14） 　本判決については、佐藤岩夫「判批」判タ 801 号（1993 年）61 頁以下、加藤新太郎「判
批」NBL512 号（1993 年）56 頁以下、山田誠一「判批」判時 1449 号（1993 年）177 頁
以下、田尾桃二「判批」金判 908 号（1993 年）34 頁以下、川角由和「判批」民商 108
巻４・５号（1993 年）742 頁以下、鎌田薫「判批」リマークス７号（1993 年）24 頁以
下及び山野目章夫「判批」法セ 459 号（1993 年）114 頁等参照。
（15） 　本判決については、田尾桃二「判批」金判 1019 号（1997 年）45 頁以下、川井健「判
批」リマークス 16 号（1998 年）14 頁以下、河邉義典「判解」最高裁判所判例解説民
事編平成８年度（法曹会、1999 年）850 頁以下、田山輝明「判批」平井宜雄編『民法
の基本判例 第二版』（有斐閣、1999 年）72 頁以下及び鎌野邦樹「判批」別冊ジュリ






















この判断は、同日付の最一判平８.10.31 判時 1592 号 59 頁（以下、【6】判決）
及び最一判平８.10.31 判タ 931 号 144 頁（以下、【7】判決）でも示されており、
その後の最高裁判決においても維持されている（最二判平９.４.25 判時 1608
号 91 頁（以下、【8】判決）、最二判平 10.２.27 判時 1641 号 84 頁（以下、【9】
判決）、最一判平成 11.４.22 判時 1675 号 76 頁（以下、【10】判決）及び最二
判平 25.11.29 民集 67 巻８号 1736 頁（以下、【11】判決））。
２　学説の動向
　このような判例の変遷に伴い、学説にも変化が見られる。とりわけ、【3】



















（16） 　以下の記述については、松波仁一郎・仁保亀松・仁井田益太郎『帝国〔明治 29 年〕
正解 第四巻 物権 〔自第二四〇條至第三九八條〕 日本立法資料全集 別巻 98』（信山社、
1997 年）684 － 689 頁、岡松参太郎『注釈 民法理由 物権編』（有斐閣、1897 年）232
－ 233 頁、末広厳太郎『物権法 上巻』（有斐閣、1923 年）438 － 439 頁、末川博「共有
物分割の訴えについて」民商７巻６号（1955 年）1019 頁、福島四郎「判批」末川博 編
『最高裁判所民事判例批評（7）最高裁民集第九巻（昭和三十年度）』（有斐閣、1967 年）
290 頁、宇野・前掲注（12）584 頁、我妻・前掲注（11）333 頁、星野英一『民法概論
Ⅱ（物権・担保物権）』（良書普及会、1984 年）140 頁等及び次注による。
（17） 　川島武宜編『注釈民法（7）』（有斐閣、1968 年）346 頁［川井健］、玉田毅「判批」
判タ 264 号（1971 年）41 頁、川井・前掲注（12）1024 － 1025 頁、荒川・前掲注（12）
























（18） 　以下の記述については、荒川・前掲注（12）607 頁以下、荒川・前掲注（13）160 －
161 頁、荒川重勝「判批」別冊ジュリ 159 号（有斐閣、2001 年）162 － 163 頁、荒川重
勝「判批」別冊ジュリ 175 号（有斐閣、2005 年）162 － 163 頁、荒川重勝「「遺産分割」
の基準と「方法の多様・柔軟性」について―「共有物分割方法」序論―」立命 292 号（2003
年）１頁以下、川島編・前掲注（17）346 頁［川井健］、川井・前掲注（12）1024 －
1025 頁、川井・前掲注（15）14 頁、川島・川井編・前掲注（1）481 － 482 頁［川井健］、
河邉・前掲注（15）887 頁及び田山・前掲注（15）72 頁以下等による。






















『法学教室増刊判例セレクト’ 86 ～’ 00』（有斐閣、2002 年）316 頁参照））。
（20） 　たとえば、秦公正「共有物分割訴訟の非訟性の再検討（三）―共有物分割訴訟にお































（24） 　以下の記述については、山野目章夫「判批」NBL641 号（1998 年）54 頁以下、佐藤
岩夫「判批」判タ 957 号（1998 年）78 頁以下、直井義典「判批」法協 115 巻 10 号（1998
年）181 頁以下及び秦・前掲注（20）69 頁以下等による。
（25） 　佐藤・前掲注（24）82 頁参照。
（26） 　鎌田・前掲注（14）27 頁及び直井・前掲注（24）181 頁。
（27） 　河邉・前掲注（15）890・903 頁参照。
（28） 　直井・前掲注（24）181 頁以下参照。






















（30） 　以下の記述については、菅原郁夫「判批」判時 1491 号（1994 年）184 頁、奈良次郎「共
有物分割の訴えについての若干の考察―最近の裁判例を中心として―」判タ 815 号
（1993 年）37 － 39 頁、奈良次郎「共有物分割訴訟の分割方式の多様化と審理への影響」
判タ 911 号（1996 年）54 頁、奈良次郎「共有物分割訴訟と全面的価格賠償について」

























（34） 　秦・前掲注（20）69 － 78 頁。
（35） 　奈良・前掲注（30）判タ 953 号 49 － 50 頁。
（36） 　広中・星野編・前掲注（8）503 頁［山田誠一］。






訟における―」判タ 973 号（1998 年）16 頁以下参照））。
























































て―」阪法 53 巻 2 号（2003 年）467 頁以下、秦公正「共有物分割訴訟の非訟性の再検
討（一）―共有物分割訴訟における当事者の申立ての拘束力を中心に―」新報 117 巻５・
６号（2011 年）46 頁以下、広中・星野編・前掲注（8）503 頁以下［山田誠一］及び松
岡久和「判批」リマークス 50 号（2015 年）67 頁等）。

















































































































（49） 　法務大臣官房司法法制調査部監修・前掲注（38）102 頁、梅・前掲注（3）209 頁及
び富井・前掲注（39）176 頁。
（50） 　富井・前掲注（39）175 頁。
（51） 　新村出編『広辞苑 第六版』（岩波書店、2008 年）2541 頁。






















































（52） 　大判明 36.10.19 民録 9輯 1131 頁、最三判昭 57.３.９判タ 469 号 186 頁、前掲最一判
平８.10.31、我妻・前掲注（11）332 － 333 頁及び川島・川井編・前掲注（1）477 頁［川
井健］。






















































（53） 　奈良・前掲注（30）判タ 953 号 49 － 50 頁及び佐藤・前掲注（24）81 頁等。
（54） 　なお、【7】判決は、判示事項に対応する事実関係が不明確であり、評価も分かれて
いるため、本稿では検討対象から除外している（奈良・前掲注（30）判タ 953 号 55 －
56 頁及び佐藤・前掲注（24）78 頁以下等参照）。



















































東京地判平 23.２ .７ウエストロー文献番号 2011WLJPCA02078009、東京地判平
20.12.18 ウエストロー文献番号 2008WLJPCA12188024 及び東京地判平 19.6.25 ウエスト
ロー文献番号 2007WLJPCA06258016 等参照。
（57） 　相当性の考慮事情については、新田敏「共有物の裁判上の分割の機能と効果」法研
70 巻 12 号（1997 年）28 － 29 頁、河邉・前掲注（15）890 頁及び秦公正「共有物分割
訴訟の非訟性の再検討（一）―共有物分割訴訟における当事者の申立ての拘束力を中
心に―」新報 118 巻１・２号（2011 年）63 － 64 頁等参照。


























（58） 　新田・前掲注（57）28 － 29 頁、荒川・前掲注（18）別冊ジュリ 175 号 163 頁、秦・
前掲注（37）63 － 64 頁、東京高判昭 41.３.23 判タ 189 号 116 頁及び東京地判昭 53.９.13



























2008WLJPCA12188024 及 び 東 京 地 判 平 19. ４ .26 ウ エ ス ト ロ ー 文 献 番 号
2007WLJPCA04269010 参照）。
広島法学　40 巻２号（2016 年）－ 136
－ 101 －
者が共有物（の全部又は一部）を取得する必要性を比較検討して、当該共有
者に（持分を超える）現物の取得を認めることの相当性を判断しているよう
に思われる。そして、検討対象とした裁判例を前提にすると、①・⑤は現物
分割の不能又は可能性の判断の中でも考慮され、②は補助的な意味を有する
にとどまるといえなくもない。また、③は一定の場合に考慮されるにとどまっ
ている。
　これまでの検討によると、最高裁は、各々の共有者が、共有物（の全部又
は一部）を取得する必要性を比較検討し、各々の共有者にとって必要な物あ
るいは金銭を共有物の分割によって各々の共有者に分配するという判断を示
していた。換言すれば、共有物分割の結果として、すべての共有者にとって
都合がよく利益がある物あるいは金銭を各々の共有者に分配するという判断
が示されていたといえる。そうすると、最高裁にいう相当性の判断は、起草
者の見解にいわゆる「便益」とも整合性を有しているといってよいであろう。
おわりに
　冒頭記載の通り、本稿は、分割方法が問題となる紛争類型に着目し、民法
の解釈として、裁判所はどのような場合にどのような方法による分割を選択
することができるのかを検討し、実際の裁判でも、上記と同様の選択が行わ
れていることの論証を試みるとともに、最高裁の判決から、多様な分割方法
の中から特定の方法を選択する基準と、特定の分割方法が認められる要件の
具体化を試みるものである。
　これまでの検討を踏まえると、民法の文理解釈と起草者の見解によれば、
現物分割と競売分割の他にも、最高裁が認める様々な分割方法が民法の予定
する分割方法として許容されるものであり、起草者の見解によると、多様な
分割方法の中から特定の方法を選択する際の基準と判断枠組みを構築するこ
とが可能であった。そして、この基準と枠組みは、実際の裁判例とも整合性
を有しているように思われる。
135 － 裁判による共有物の分割に関する一考察（坂井）
－ 102 －
　もとより、本稿の検討対象は限られており残された課題も少なくない。本
稿は、上記の問題について、一つの方向性を示すにすぎず、下級審裁判例を
踏まえた詳細な分析や、共有物の分割と遺産共有の分割との関係をも踏まえ
た詳細な検討ができているわけではない。しかし、これまでの検討を通じて
本稿が、民法第 258 条の文言と起草者の見解に立ち返る解釈の必要性と有用
性を示しているとするならば、その目的はほぼ達成されたといってよいであ
ろう。
